
特 集   介 護 問 題 と 家 計

公的介護保険への期待が過剰であること、要介

護状態になった後の生活がイメージしにくいこ

と、死亡保障や医療保障等が優先されがちであ

ること等が指摘されている 2）。また、公的介護

保険によるサービス内容が多様化していること

から介護費用を把握するのが難しいことも理由

の 1 つだろう。

　本稿では、民間の介護保険を使って経済的な

準備をしている人を分析することで、民間の介

護保険商品に期待されている役割を考えたい。

分析には、生命保険文化センターの「生活保障

に関する調査（2016 年）」の個票データを使う 3）。

　本稿の構成は以下のとおりである。まず、第

2 節で自分が要介護状態になることへの不安の

有無と不安の内容を紹介し、第 3 節で経済面で

1　はじめに
　高齢化の進展により、要介護認定者は 600 万

人を超え、介護費用も約 10 兆円にまで増加して

いる。介護業界の人手不足や国の介護保険財政

の悪化がたびたび話題となり、自分が介護を必

要とする状態になることに対する不安は大きい。

　自分の介護に対する主な不安の 1 つとして、

経済面での不安があげられるが、経済的な準備

をしている割合は低い。

　民間の介護保険は、公的介護保険制度による

介護サービス等現物給付に対する自己負担分へ

の充当を中心に設計され、公的介護保険制度を

補完する役割を担うとされている。しかし、民

間の介護保険の加入率も高くはない 1）。

　民間介護保険の加入が進まない理由として、

〜要旨〜
　介護状態になることへの不安が高まっている。しかし、介護費用の問題が不安の大きな要因である
にもかかわらず、経済的な準備をしている割合は低く、民間生保の介護保険の加入率も高まっていな
いようだ。
　準備手段は、預貯金が最も多く、次いで生命保険だった。両者を比較すると、生命保険利用者は、
預貯金利用者と比べて、経済面での不安が高かった。また、今後の準備手段として、生命保険利用意
向者は、経済面の不安に加えて、「家族の肉体的・精神的負担」「家族の時間を拘束する」等の家族の
負担に関する不安をもっていた。民間の介護保険を、介護リスクに特化した効率的な資金準備手段で
あるといった預貯金とは異なる特長で打ち出すなど、預貯金と差別化することによって、民間の介護
保険の需要の拡大につながる可能性がある。
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50 歳代と比べて「非常に不安を感じる」が低い

一方で「少し不安を感じる」が高く、不安の程

度はやや低かった。

（2） 不安の内容
　不安を感じている人の不安内容は、全体では

「家族の肉体的・精神的負担（68％）」「公的介護

保険だけでは不十分 4）（60％）」「家族の経済的

負担（58％）」「介護サービスの費用がわからな

い（49％）」の順に高い（図 2）。このうち「公

的介護保険だけでは不十分」「家族の経済的負担」

「介護サービスの費用がわからない」「自助努力

による準備が不足する」は、経済面での準備が

整えば、軽減される不安だと思われる。

　男女を比較すると、ほとんどの項目で女性が

男性を上回っており、女性の方がより不安を感

じている。男女別とも、上位にあがる不安内容

は同様であるが、男性の「自助努力による準備

が不足する」「介護サービスの費用がわからない」

は、女性より順位が上になっており、男性は費

用に関する不安が高いようだ。

　年齢が高いほど高い傾向があるのは「介護が

の準備状況、第 4 節で生命保険利用者の特徴を

確認する。第 5 節で、結果をまとめたうえで民

間の介護保険に期待されている役割について論

じる。

2　自分が要介護状態になることへの不安
（1） 自分の介護に対する不安の有無
　まず、自分の介護に対する不安の有無と不安

の程度をみる。生命保険文化センターの「生活

保障に関する調査（2016 年度）」によると、自

分の介護に対して、全体の 41％が「非常に不安

を感じる」、31％が「不安を感じる」、19％が「少

し不安を感じる」と回答しており、不安を感じ

る割合はあわせて 90％にのぼる（図 1）。この割

合は、2007 年度調査では 88％、2010 年度調査で

は 90％、2013 年度調査では 90％と、高い水準で

推移している（図表略）。

　男女別にみると、女性で「非常に不安を感じ

る」が 44％と男性を 8.2 ポイント上回る（図 1）。

年代別にみると、29 歳以下は不安を感じている

割合が少ないが、30 歳代以上では、年齢によら

ず不安の程度は高い。ただし、60 歳代は、30 〜

81 季刊　個人金融　2018 春

40.6

35.9－

44.1＋

31.8－

42.7

42.2

45.2＋

38.5

30.8

30.8

30.8

27.5

29.6

32.5

31.7

30.9

30.8

30.8

30.8

27.5

29.6

32.5

31.7

30.9

19.3

21.8＋

17.4－

18.6

19.0

18.5

17.9

21.3＋

19.3

21.8＋

17.4－

18.6

19.0

18.5

17.9

21.3＋

7.4

9.3＋

5.9－

15.9＋

7.0

8.0

6.2＋

0% 25% 50% 75% 100%

全体(N=4056)

男性(N=1746)

女性(N=2310)

29歳以下(N=484)

30歳代(N=696)

40歳代(N=912)

50歳代(N=799)

60歳代(N=1165)

男
女

別
年

齢
階

層

非常に不安を感じる 不安を感じる 少し不安を感じる 不安を感じない わからない

図 1 自分の介護に対する不安の有無 

（注）全体と比べて有意に大きい数値に＋を、小さい数値にーを表記（5％有意水準）
（資料）（公財）生命保険文化センター「2016年度生活保障に関する調査」
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でのみ低い。また、介護が必要になった場合の

備えとして、年齢が低いほど「公的保障充実志

向」または「どちらかといえば公的保障充実志

向」の割合が高い（図 3）。29 歳以下は、親世代

もまだ介護を必要とする状態ではなく、介護を

必要とする生活についての具体的イメージがつ

きにくいと考えられる。そのため、サービスの

内容や費用にまで考えが及ばず、介護保険への

期待が大きくなっていると考えられる。一方、「家

族の経済的負担」「自助努力による準備が不足す

る」は 60 〜 69 歳でのみ低い。59 歳以下と比べて、

「非常に不安」が低いことも考慮に入れると、経

いつまで続くかわからない」「適切な介護サービ

スが受けられるかわからない」「希望の介護施設

に入れない」といった要介護状態になった後の

生活についてである。一方、「家族の肉体的・精

神的負担」「家族の経済的負担」といった家族の

負担に関する不安は年齢が低いほど高い傾向が

ある。本調査で、29 歳以下の 8 割が未婚である

ことから、既に家族をもっている年代と比べて、

イメージがわきにくく不安が大きいものと考え

られる。「介護サービスの費用がわからない」は

いずれの年代でも同様となっている。

　「公的介護保険だけでは不十分」は 29 歳以下

図 2 介護される状態になった場合に不安を感じる内容 
【男女別】         【年代別】
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（注２）上記11項目の他、その他が全体で0.4％、わからないが0.6％だった
（資料）（公財）生命保険文化センター「2016年度生活保障に関する調査」
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が最も高く、次いで「生命保険」となっている。

これらの差は、59 歳以下では 5 ポイント以内で

比較的小さいが、60 〜 69 歳では預貯金が 52％

に対して生命保険が 32％と、20 ポイントの差が

あった。また、不安の程度別に準備状況をみると、

不安を感じていると準備をしている割合が高い

が、不安を感じている層の中では不安の程度に

よる大きな差はない。

　したがって、介護のための経済的な準備をし

ているかどうかは、不安の程度よりも、年齢が

影響している様子がうかがえる。

（2） 今後準備意向があるのは不安が大きい層
　現在の介護のための経済的な準備を行ってい

る割合が半数弱であるのに対して、今後の準備

意向は、74％と全体の 4 分の 3 を占める。ただし、

準備をする時期については、全体で「すぐにで

も準備したい」は 5％程度と少なく、「いずれは

準備したい」が半数以上と多い（図 5）。

　男女による大きな差はないが、年代別にみる

と、今後の準備意向は 59 歳以下で 8 割程度、60

〜 69 歳では 5 割程度と、59 歳以下で高い。60

〜 69 歳では、「準備意向なし」も 4 割程度と高く

済的な準備が進むことや、周囲に要介護状態に

なる人が現れ始めることによって介護を受ける

生活に対してイメージができ、不安が軽減され

ている可能性がある。

3　介護のための経済面での準備
（1） 現在、介護のための経済的な準備を行っ

ているのは高齢層
　続いて、自分の介護について、現在の経済的

な準備状況をみると、準備をしている割合は全

体で 48％と半数弱に留まる。準備手段をみると、

最も高いのが「預貯金（35％）」、次いで「生命

保険（27％）5）」である（図 4）。

　準備をしている割合に男女による大きな差は

ない。しかし、準備手段は、男女でやや異なり、

男性で「生命保険」「損害保険」「有価証券」を

はじめ、ほとんどの項目で女性を上回っている

ことから、男性の方が複数手段で準備している

と考えられる。年代別にみると、若年で「準備

をしていない」や無回答が多く 29 歳以下では準

備をしている割合が 2 割程度である。この割合

は高年齢ほど高く、60 〜 69 歳で 6 割だった。

準備手段をみると、いずれの年代も「預貯金」
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図 3 介護が必要になった場合の備えに対する考え方 
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（資料）（公財）生命保険文化センター「2016年度生活保障に関する調査」 
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図 4　現在の経済面での準備状況（複数回答）

図 5　今後の経済面での準備意向

（注 1）全体と比べて有意に大きい数値に＋を、小さい数値にーを表記（5％有意水準）
（資料）（公財）生命保険文化センター「2016 年度生活保障に関する調査」

（注 1）全体と比べて有意に大きい数値に＋を、小さい数値にーを表記（5％有意水準）
（資料）（公財）生命保険文化センター「2016 年度生活保障に関する調査」



　男女別にみると、「企業年金・退職金」と「有

価証券」で男性が女性より高く、「公的介護保険」

と「預貯金」をはじめとするほとんどの手段で

女性が男性を上回る。年代別にみると、「公的介

護保険」「公的年金」「預貯金」は年齢が高いほ

ど高い。不安の程度別に自分で準備できる手段

をみると、非常に不安を感じる層で「生命保険」

と「損害保険」が他層より高くなっている。「生

命保険」での準備意向は、不安が強い層と 30 〜

50 歳代で高い点が特徴である。

4　生命保険利用者の特徴
　では、「生命保険」にはどういった役割が求め

られているのだろうか。

　自分で準備できる手段の中で利用割合が高い

なっている。ただし、準備をする時期は年齢が

高いほど「すぐにでも準備したい」が高いこと

から、60 〜 69 歳では、すでに準備をしているか、

今後すぐにでも準備を始める意向があるかのい

ずれかであると考えられる。不安の程度別にみ

ると、介護に対する不安が強いほど今後の準備

意向が高いほか、準備時期も「すぐにでも準備

したい」や「数年以内には準備したい」の割合

が高い。不安が大きいほど準備を行う意向が強

いと考えられる。

　今後の準備手段をみると、「公的介護保険

（77％）」「公的年金（64％）」「企業年金・退職

金（26％）」を除く自分で準備できる手段の中で

は、「預貯金（64％）」が突出して高く、 次いで

「生命保険（30％）」となっている（図 6）。
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図 6　今後の経済面での準備手段（上位 8項目。複数回答）

（注 1）全体と比べて有意に大きい数値に＋を、小さい数値にーを表記（5％有意水準）
（注 2）その他「不動産による収入（3.6％）」「子どもからの援助（2.8％）」「その他（0.7％）」

「わからない（4.0％）」
（資料）（公財）生命保険文化センター「2016 年度生活保障に関する調査」
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べて、全般的に不安に感じる割合が高く、「家族

の経済的負担」「自助努力による準備が不足する」

に加えて「公的介護保険だけでは不十分」「介護

サービスの費用がわからない」といった経済面

での不安と「家族の肉体的・精神的負担」「家族

の時間を拘束する」といった家族の負担への不

安をもつ割合が高い。

　これらのことから、生命保険利用者、および

利用意向者は、預貯金利用者と比べて、特に経

済面での不安をもっている傾向があると考えら

れる。現在の準備手段として生命保険利用者と、

今後の生命保険利用意向者を比べると、生命保

険利用意向者は経済面での不安以外に、家族の

負担への不安も高くなっている。

5　おわりに
（1） 結果のまとめ
　本稿では、自分の介護についての不安有無や

不安内容、経済面での準備状況と今後の準備意

向を確認し、準備手段として民間の介護保険利

用者、および利用意向者の特徴を分析した。

　その結果、自分の介護に対しては、9 割が不

「預貯金」と「生命保険」について、現在利用者

と、今後利用意向者が、それぞれどういった内

容に不安を感じているかを比較することで、生

命保険に求められる役割を考えたい。不安内容

のうち「家族の経済的負担」「公的介護保険では

不十分」「介護サービスの費用がわからない」「自

助努力による準備が不足する」といった項目が、

経済面での不安に関連する。

　まず、現在の準備手段として、預貯金利用者

と生命保険利用者の不安を感じる内容の違いを

みる（図 7）。預貯金利用者は、生命保険利用者

と比べて「家族の肉体的・精神的負担」「適切な

介護サービスを受けられるかわからない」など

の経済的な準備だけでは解決しにくい項目で高

い傾向がある。一方、生命保険利用者が高いのは、

「家族の経済的負担」と「自助努力による準備が

不足する」で、経済面での不安が預貯金利用者

よりあるようだ。

　これに対して、今後の準備手段として預貯金

利用意向者と生命保険利用意向者の不安を感じ

る内容の違いをみる（図 8）。

　生命保険利用意向者は預貯金利用意向者と比
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図 8 介護についての不安内容(今後の利用意
向手段別) 
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図 7 介護についての不安内容（現在の利用手
段別） 

68.5 64.4
58.0 53.6

51.3

40.7 39.9
41.7

30.3

20.6
12.6

70.7

61.0
53.7 51.2

51.4

44.2 42.5
37.7

31.8

21.9

11.4

0

20

40

60

80 生命保険利用(N=1035)

預貯金利用(N=1322)(%)
*

*

（注１）有意差のあるものに*を表記（5％有意水準）
（資料）（公財）生命保険文化センター「2016年度生
　　　　活保障に関する調査」

（注１）有意差のあるものに*を表記（5％有意水準）
（資料）（公財）生命保険文化センター「2016年度生
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の保障がある生命保険にも加入していた（図表

略）。また、金融資産が高い世帯ほど介護保障が

ある生命保険に加入している割合が高かった（図

表略）。これらを考慮に入れると、30 〜 59 歳で

介護に対する不安が高かったものの、この年代

は、子どもの教育費用の負担も大きく、自分の

疾病等による医療費支出も増えはじめる年代で

もあることから、介護保障より死亡保障や医療

保障を優先しているものと考えられる。したがっ

て、現状では、介護保障がある生命保険は、年

齢を重ねていて、家計に余裕がある場合に加入

していると思われる。

　続いて、預貯金と生命保険について利用者と

利用意向者が、それぞれどういった不安をもっ

ているかを比べたところ、現在の準備手段とし

て、生命保険利用者は、預貯金利用者と比べて

「家族の経済的負担」と「自助努力による準備が

不足する」等の経済面で不安をもっていた。また、

今後の準備手段として、生命保険利用意向者は、

経済面の不安に加えて、「家族の肉体的・精神的

負担」「家族の時間を拘束する」等の家族の負担

に関する不安をもっていた。

（2） 民間の介護保険に期待される役割
　公的介護保険における自己負担は、2018 年度

中に、一定の収入がある利用者に対して、1 割

から 3 割に引き上げられる。高齢化は今後も続

くことから国の介護費用は増加し、自助努力に

よる準備が重要になってくると考えられる。

　準備手段としては、今後も預貯金と生命保険

が中心となるだろう。預貯金は汎用性が高い一

方で、保険は給付要件を満たす場合に手厚い保

障が受けられるというメリットがある。今回の

結果から、民間の介護保険利用者は、より経済

面での不安が強いことが多いため、民間の介護

保険を、介護リスクに特化した効率的な資金準

安に感じていた。特に、女性と、30 〜 59 歳で

不安を感じる程度が大きかった。

　不安内容は、全般的に「公的介護保険だけで

は不十分」「家族の経済的負担」「介護サービス

の費用がわからない」など、費用に関する不安

が上位にあがる。男女を比べると、女性の方が

さまざまな内容の不安を持つ傾向があり、男性

は相対的に費用に関する不安をもつ傾向があっ

た。年代別にみると、年齢が低いほど「家族の

肉体的・精神的負担」「家族の経済的負担」といっ

た家族の負担に関する不安が高かった。一方、

年齢が高いほど「介護がいつまで続くかわから

ない」「適切な介護サービスが受けられるかわか

らない」「希望の介護施設に入れない」といった

要介護状態になった後の生活についての不安が

高く、「家族の経済的負担」「自助努力による準

備が不足する」といった経済的面での不安は低

かった。60 〜 69 歳では、不安の程度も低くなっ

ていることから、年齢を重ねることで、経済的

な準備が進むことや、周囲に要介護状態になる

人が現れ始めることによって介護を受ける生活

に対してイメージがわきやすくなることによっ

て軽減されていると考えられる。

　自分の介護に対する準備状況をみると、不安

を感じている人で準備を行う傾向があったもの

の、主として年齢が高いほど準備を行っており、

不安の程度よりも、年齢による影響が大きいよ

うだった。一方、今後の準備意向は、不安の程

度が大きいほど強かった。今後の準備に対する

年齢の影響は、準備時期に表れており、年齢が

高いほど「すぐにでも準備したい」の割合が高

かった。

　準備手段は、現在の利用も今後の利用意向も

「預貯金」が最も高く、次いで「生命保険」が高い。

本調査において、介護保障がある生命保険加入

者のほとんどが死亡、医療、老後等の介護以外
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特 集   介 護 問 題 と 家 計

2）たとえば、（一社）シルバーサービス振興会「介

護保険制度下における民間保険等の活用に関する

調査研究事業報告書（2009 年 3 月）」等。

3）二次分析に当たり、東京大学社会科学研究所附

属社会調査・データアーカイブ研究セ ンター SSJ

データアーカイブから「生活保障に関する調査、

2016」（公益財団法人 生命保険文化センター）の

個票データの提供を受けた。

4）「公的介護保険だけでは不十分」は費用面、サー

ビスの内容面の両方の面があると思われる。

5）調査票には「民間の生命保険会社や郵便局、JA（農

協）などで取り扱っている生命保険（銀行・証券

等の窓口で加入した商品も含む）」と記載。以下「生

命保険」とする。

6）自社基準で判定している介護保険商品もある。

備手段であるといった預貯金とは異なる特長で

打ち出すなど、預貯金と差別化することによっ

て、民間の介護保険の需要の拡大につながる可

能性がある。

　介護不安は 30 歳頃から強いことから、若年で

も介護保障ニーズはあると思われる。ただし、

この年代では、養育費や他の保障が優先される

ため、若年層の取り込みには、少額でも積み立

てていけるような仕組みが有効だと考えられる。

今後、ますます自助努力が重要になってくると

考えられる中で、今回の結果で、若年層は、年

齢が高い層と比べて公的介護保険への期待が大

きい。これが介護費用に関する知識や関心が少

ないことによるものだとすれば、民間の介護保

険利用者は、費用をはじめ様々な内容に不安を

感じていることから、公的介護保険でどういっ

たサービスを受けることができ、民間の介護保

険によってどういった点が補完できるのかと

いった情報を提供することも保険会社に求めら

れる役割だろう。

　現在、民間の介護保険商品は、公的な要介護

認定に連動して、一定の条件を満たした場合に

給付するタイプが多い 6）。条件や給付方法は商

品によって異なるが、現状では、要介護者に関

するデータが十分でないため、たとえば特定の

症状に特化した商品の開発等は難しい。国では

医療・介護分野の ICT 化を目指して各種データ

の充実や蓄積を進めている。こういったデータ

の蓄積を使い、給付対象を絞り込む等によって

特定のニーズに対応できる商品の開発も進めら

れるのではないだろうか。

【注】

1）（公財）生命保険文化センター「2015 年度生命

保険に関する全国実態調査」によると、介護保険

や介護特約の世帯加入率は 15.3％だった。

むらまつ　ようこ
2003年、株式会社ニッセイ基礎研究所入社。生保市場調査、
医療データ分析に従事。

【執筆論文】
「金融行動でみたリタイアメント層の資産形成・運用―投
資経験とリタイアメント・ライフの生活設計開始時期に
よるセグメンテーション」『ファイナンシャル・プランニ
ング研究』NO.12、2013 年
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